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はじめに 

 
 本町は、「豊かさあふれ つながりひろがる 安芸太田」を町のめざす将来像として、豊か

な自然と人情を強みに、人と人とのつながりが広がる町をめざし、障がいの有無にかかわら

ず、住み慣れた地域で共に生きる「ノーマライゼーション」を理念として保健・医療・福祉の

充実に向けて施策を推進して参りました。 

 令和３年 3 月には「安芸太田町第６期障害者計画・障害福祉計画及び第２期障害児福祉計

画」を策定し、障がい者施策の総合的な推進を図り、地域生活を支えるサービス提供体制の

確立に努めてまいりましたが、障がいのある人の高齢化や症状の重度化、また介護者の高齢

化や地域における福祉人材の不足など、まだまだ課題は山積しております。 

 その「安芸太田町第６期障害者計画・障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」の計画期

間が満了することを踏まえ、第１期計画より掲げている「ノーマライゼーション」と「リハ

ビリテーション」の基本的理念に基づき、住み慣れた地域で誰もが共に安心して暮らせる社

会の実現に向けての取組みを継承し、このたび「安芸太田町第７期障害者計画･障害福祉計

画及び第３期障害児福祉計画」を策定しました。 

障がいのある人が、自分らしく、自分の意思に基づき、住み慣れた地域で安心して生活で

きるまちづくりを目指し、共生社会の実現に向けて障がい者福祉施策に取り組んでまいりま

すので、皆様のより一層のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

最後に、本計画策定にあたり、貴重なご意見をいただきました町民の皆様と御尽力いただ

きました「安芸太田町障害者福祉計画策定協議会」委員の皆様に心から感謝を申し上げます。 

 

 
 

 
 
 
 

 
 
  令和６年３月 

安芸太田町⾧ 橋本 博明 
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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景・趣旨 

 本町では、令和３年３月に「安芸太田町第６期障害者計画・障害福祉計画及び第２期障害
児福祉計画」を策定し、障がいのある人に関する施策を総合的に推進してきました。 

国では平成 30 年４月に「障害者総合支援法」と「児童福祉法」が共に改正され、障がいの
ある人が自ら望む地域で生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一
層の充実や、高齢で障がいのある人による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための
見直しなどが図られました。 
 このたび「安芸太田町第６期障害者計画・障害福祉計画及び第２期障害児福祉計画」の計
画期間の満了を迎えるにあたり、これまでの障がい福祉施策の取り組みや国の動向また、本
町における地域の実情や課題等を踏まえ、障がいのある人やその家族のニーズ、法改正の趣
旨などを踏まえた上で、今後も障がいの有無にかかわらず、誰もが互いにそれぞれの個性を
尊重し、一人ひとりが主体的に社会で活躍できる町をめざし計画の策定を行うものです。 
 また、本町においては障がい者施策及び自立支援制度を円滑に進めるため、平成 18 年度に
「安芸太田町第１期障害者計画・障害福祉計画」の策定を行い、またその 3 年ごとに計画の
見直しを行い、各種施策を推進してきました。 
 このたび、第７期計画の策定にあたり、第６期計画の進捗状況を点検し、国・県の動向や
本町の現状や課題を踏まえ、令和６年度から令和８年までを計画期間とした「安芸太田町第
７期障害者計画・障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画」を策定します。 
 この計画では、目標年度に向けてのサービスの必要量や見込み量確保のための方策を定め、
地域での自立した生活を支援することを基本とし、障がいのある人が一人ひとりのニーズに
対応したライフサイクルの全段階を通じた総合的で適切な支援を図るにあたっての具体的な
目標や取り組みを示すものです。 
 
 
 

２ 計画の位置づけ 

 本計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障害福祉計画」及び児童福祉法第
３３条の２０の規定に基づく「市町村障害児福祉計画」を一体的に策定するものです。 

また、本計画は国の根拠法や基本指針、国や県の上位計画に基づき、さらには本町の上位
計画である「第二次安芸太田町 ⾧期総合計画」をはじめとするその他関連計画との整合性や
連携を図りながら、本町の実情に合わせ計画の策定を行うものです。 
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３ 計画の期間                             

「第７期障害者計画・障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画」は、令和６年度から令和８
年度までの 3 年間を計画期間とします。 

 

24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 2 年度 3 年度 4 年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 

               

【障害者計画・障害福祉計画】 

 
 

 
 

【障害児福祉計画】 

 

４ 計画の対象者と用語の定義 

 この計画は、安芸太田町の全住民にかかわるものです。なお、障がい福祉サービス等の基
盤整備（「障害福祉計画」・「障害児福祉計画」）において示す個別の事業・サービス等は、障が
いのある人を対象とします。 
 この計画における「障がいのある人」とは、障害者基本法第２条の規定に基づく「身体障
がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む。）その他の心身の機能の障がいがある人
であって、障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受け
る状態にある人」や難病（特定疾患）のために、日常生活や社会生活において様々なハンデ
ィキャップがある人をいいます。 
 

 

５ 計画の策定体制 

 本計画の策定に当たっては、障がい者団体、福祉関係者等で構成する「安芸太田町障害者
福祉計画策定協議会」において、計画の内容を審議しました。 
 また、障がいのある人の地域生活やサービスの利用状況等についてアンケート調査と関係
者へのヒアリングを実施し、基礎資料としました。 

 

 

 

 

平成 令和 

第２期計画 第３期計画 

第７期計画 第３期計画 第４期計画 第５期計画 第６計画 

第１期計画 
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６ 障害者総合支援法及び児童福祉法に基づくサービス体系 

 
 
 

自立支援給付 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇介護給付 
居宅介護（ホームヘルプ） 
重度訪問介護 
同行援護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 

 
療養介護 
生活介護 
施設入所支援 

〇訓練等給付 
自立訓練 
（機能訓練・生活訓練） 
就労移行支援 
就労継続支援Ａ型・B 型 
就労定着支援 
自立生活援助 

 

〇自立支援医療 
更生医療 育成医療 
精神通院医療（県事業） 

〇補装具 

〇地域相談支援給付 
地域移行支援 
地域定着支援 
〇計画相談支援給付 
計画相談支援 

障 

が 

い 
の 
あ 
る 

人
・
児 

童 

相談支援                    日中一時支援 
意思疎通支援（手話通訳者・要約筆記者派遣）   自動車運転免許取得費給付 

  日常生活用具給付                自動車改造費給付 
  移動支援                    成年後見制度利用支援 等 
 

地域生活支援事業 

児童福祉法のサービス 
児童発達支援         居宅訪問型児童発達支援 
医療型児童発達支援      保育所等訪問支援 
放課後等デイサービス     障がい児相談支援 

 

自立支援給付 
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第２章 安芸太田町の障がいのある人を取り巻く状況 
 

■安芸太田町の現状について                      
１．人口と世帯の構造 

（１）人口と世帯 

 本町の人口は減少傾向にあり昨年からは約１７０名程度減少し、平成 2９年から約９40 名
の人口減少となっています。 

また令和３年以降では、安芸太田町の総人口数が６,000 人を下回っている状況です。 
一方、高齢化率は、上昇を続け令和元年度には５０％を超えています。 

 

■人口と高齢化率の推移                      （単位:人・％） 

 
 

 ※高齢化率は小数点第２を四捨五入      資料：住民基本台帳、各年４月末現在  
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（２）高齢者の状況 

高齢者の人口は、人口減少と共に減少傾向であるものの６５歳以上７５歳未満の前期高齢
者数と７５歳以上の後期高齢者数の構成割合はここ数年横ばいで推移している状況です。 

 

■高齢者人口の推移                        （単位:人） 

 

資料:住民基本台帳、各年４月末現在  
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２．障がいのある人の状況 

（１）身体障がいのある人 

本町の身体障害者手帳所持者数は、新規取得や転入による増加もありますが、死亡や

転出による減少が上回っていることから年々減少傾向にあります。次ページの年代別の

表では、手帳所持者数の約90％近くが65歳以上の高齢者であることが確認できます。 

■身体障害者手帳所持者数の推移（等級別）資料（上段・下段）:安芸太田町調べ、各年４月１日現在 

  

■身体障害者手帳所持者数の推移 （障がいの内訳別） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■令和５年 身体障害者手帳所持者数の内訳 （年齢・等級別）  

 

 

（以上、単位:人） 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全体 515 492 470 437 430 404 379

６級 27 25 24 24 21 18 15

５級 44 45 42 33 32 29 32

４級 152 148 141 134 135 126 118

３級 112 104 95 87 86 81 74

２級 54 51 45 41 43 44 36

１級 126 119 123 118 113 106 104

515 492 470 437 430 404 379

0
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200
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■令和５年 身体障害者手帳所持者数の内訳 （年齢・等級別）       （単位:人） 

 

資料:安芸太田町調べ、令和５年４月１日現在    
 

（２）知的障がいのある人 
本町の療育手帳の所持者数は、近年ほぼ横ばいで比較的軽度（ⒷまたはＢ）の方からの 

療育手帳の新規認定があります。 

■療育手帳所持者数の推移（障がいの内訳）             （単位:人） 

 
資料:安芸太田町調べ、各年４月１日現在  
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６級 0 0 1 1 13

５級 0 1 3 12 16

４級 0 1 5 28 84

３級 0 2 9 19 44

２級 1 0 4 17 14

１級 2 4 12 32 54

3 8
34

109

225

0

50

100

150

200

250

人

数

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

全体 67 66 67 67 67 67 63

Ⓐ 11 9 10 10 9 9 9

Ａ 23 24 23 21 21 21 20

Ⓑ 10 14 15 16 17 17 14

Ｂ 23 19 19 20 20 20 20

67 66 67 67 67 67
63

0

10

20

30

40

50

60

70

80

人

数



9 

 

■令和５年 療育手帳所持者数の内訳（年齢等級別）        （以下、単位:人） 

 

資料:安芸太田町調べ、令和５年４月１日現在 

（３）精神障がいのある人 
本町の精神障害者保健福祉手帳の所持者数は、人口の減少に比べ微増しています。 

元々住まわれていた方が新規で取得されることもありますが、手帳を所持している方の転

入が近年増えています。内訳では 2 級が最も多く全体の約 7 割を占めていますが、割合的

には横ばいで推移しています。 

■精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） 
資料:安芸太田町調べ、各年４月１日現在 
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3 安芸太田町内におけるサービス資源（施設・事業所等） 
このほかにも、「地域生活支援拠点事業」を展開しており、障がいのある人の緊急時の受入れ等の
事業展開を行っております。 

種 類 名 称 所在地 

多機能型事業所 

【就労継続支援（B 型）・生活介護】 

安芸太田町社協多機能型事業所      

「クローバータウン」 

・生活介護【定員６名】 

・就労継続支援 B 型【定員 14 名】 

下筒賀 

短期入所 

寿光園短期入所生活介護事業所    

 基準該当事業所【併設型 定員１９名】 

Ｊ‘ｓホームＪＯＣＡ×３アルボル 

【併設型 定員 2 名】 

下筒賀 
加計 

多機能型事業所 

【放課後等デイサービス】 

【生活介護】 

【就労継続支援（Ａ型）】 

【就労継続支援（Ｂ型）】 

 

ＪＯＣＡ×３（加計） 
・放課後等デイサービス【定員 6 名】 

共生型   ・生活介護【定員 6 名】 
 
ＪＯＣＡ×３（加計） 

・就労継続支援（A 型）【定員 20 名】 
ＪＯＣＡ×３（加計・戸河内） 

・就労継続支援（B 型）【定員 14 名】 

加計 

戸河内 

障害者支援施設 
戸河内あすなろ園   ・施設入所支援【定員 50 名】 

・生活介護   【定員 50 名】 
土居 

【生活介護】 

【自立訓練（機能訓練・生活訓練）】 

安芸太田町社協通所介護事業所 「ふれあい」 

基準該当事業所【定員 7 名】
戸河内 

寿光園デイサービスセンター通所介護事業所 

基準該当事業所【定員 7 名】
下筒賀 

共同生活援助（グループホーム） 

グループホーム大銀杏         【定員７名】 中筒賀 

Ｊ‘ｓホームＪＯＣＡ×３アルボル  【定員 10 名】 加計 

計画相談支援（特定相談） 

安芸太田町社協指定特定相談支援事業所（者・児） 下筒賀 

相談支援事業所戸河内あすなろ園（者） 土居 

J‘ｓサポートＪＯＣＡ×３（者・児） 加計 

相談支援事業所 J‘ｓサポートＪＯＣＡ×３ 加計 
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４ アンケート調査の概要 

（１）調査実施の概要 
 

① 調査の目的                                   
本計画の策定にあたって、障がいのある人やご家族の方などへの福祉サービスの利用実態

や福祉に関する意識、意向などを把握し、今後の障がい福祉施策に役立てるための基礎資料
としてアンケート調査を実施しました。 

   
 ② 調査対象者                              

アンケートの対象者は次の方を対象として実施しました。 
  ●６５歳未満の身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳を交付された方 
   （施設入所等されている方は、安芸太田町が援護市町になっている方） 
  ●６５歳以上の障害福祉サービス受給者証を交付された方 

                      計１４０人（うち１８歳未満の方 １３人） 
 

③ 調査方法                                

  ●調査票を郵送配布し、無記名郵送方式で回収しました。 

 
④ 調査期間                                

●令和５年１０月１６日から令和５年１１月２日までの期間に実施しました。 
 

⑤ 回答状況                                

配付数 回答数 回答率 

  １４０人 

（うち１８歳未満 １３人）  

６３人 

（うち１８歳未満 ７人）  

４５％ 

（うち１８歳未満 ５３．８％） 
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（２）調査結果の概要 
◆年齢 

全体では「60 歳代」が 33.9％と最も多く、次いで「50 歳代」が 32.1％となっています。 

区分 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 無回答 

回 答 数

（人） 
0 5 6 6 18 19 2 

割 合

（％） 
0％ 8.9％ 10.7％ 10.7％ 32.1％ 33.9％ 3.6％ 

 

 

◆現在一緒に暮らしている人 

 全体では「父親・母親」が 25 人と最も多く、次いで「配偶者（夫または妻）」が 11 人、 
「施設に入所している」が 15 人となっています。 

区分 回答数（人） 

１．父親・母親 25 

２．兄弟・姉妹 7 

３．祖父・祖母 2 

４．配偶者（夫または妻） 11 

５．子ども・子どもの配偶者・孫 3 

６．ひとりで暮らしている 6 

７．施設に入所している 15 

８．その他 5 

 

◆介助、支援している人 

全体では「父親・母親」が 34.3％と最も多く、次いで「配偶者（妻・夫）」が 15.7％、 
「施設の職員」が 14.3％なっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．配偶者（妻・夫） 11 15.7％ 

２．父親・母親 24 34.3％ 

３．子ども・子の配偶者・孫 2 2.9％ 

４．兄弟・姉妹 5 7.1％ 

５．祖父・祖母 0 0％ 

６．親戚 1 1.4％ 

７．隣人・知人 6 8.6％ 

８．雇い人 0 0％ 

９．ホームヘルパー 0 0％ 

10．施設の職員 10 14.3％ 

11．ボランティア 0 0％ 

12．特にいない 8 11.4％ 

13．その他  3 4.3％ 
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◆介助、支援している人の状況について 
年齢では「50 歳代」及び「60 歳代」が 24.5％で最も多く、性別では「女性」が 63.0％で多くな
っており、健康状態では「ふつう」が 45.9％で最も多くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

① 年齢 

１．29歳以下 2 4.1％ 

２．30歳代 1 2.1％ 

３．40歳代 2 2.0％ 

４．50歳代 12 24.5％ 

５．60歳代 12 24.5％ 

６．70歳代 9 18.4％ 

７．80歳以上 11 22.4％ 

② 性別 
１．男性 17 37.0％ 

２．女性 29 63.0％ 

③ 健康状態 

１．よい 14 37.8％ 

２．ふつう 17 45.9％ 

３．よくない 6 16.2％ 

 
◆保健・医療に関して困っていること 
 全体では「交通・移動」に関することが 15.8％で最も多く、「障がい、病状の進行」や 
「お金がかかる」ことなどが 12.7％と次いで多くなっております。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．障がい、病状が進むこと 20 12.7％ 

２．生活習慣病などの病気がある  10 6.3％ 

３．健康診断が受けにくい 6 3.8％ 

４．薬の飲み方・使い方がわからない 4 2.5％ 

５．身近で専門的な治療を受ける場がない 10 6.3％ 

６．リハビリの回数や内容が不十分である  0 0％ 

７．訪問看護や往診をしてもらえない 3 1.9％ 

８．障がいに理解のある医師が少ない 8 5.1％ 

９．症状を伝えにくい、説明がわからない 10 6.3％ 

10．付き添ってくれる人がいない 6 3.8％ 

11．お金がかかる 20 12.7％ 

12．交通が不便、移動が大変 25 15.8％ 

13．発達ついて相談するところがない 5 3.2％ 

14．心の病気を相談するところがない 13 8.2％ 

15．特に困っていることはない 10 6.3％ 

16．その他  5 3.2％ 

無回答 3 1.9％ 
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◆地域生活のために必要な支援 

全体では「経済的負担の軽減」や「相談支援等の充実」の割合が高くなっており、また、「必要

なサービスが十分に利用できること」が多くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．在宅で医療ケアなどが適切に受けられること 23 12.1％ 

２．障がいのある人が住みやすい住居が確保されること 18 9.5％ 

３．必要なサービスが十分に利用できること 27 14.2％ 

４．生活訓練等が充実 12 6.3％ 

５．経済的負担の軽減  32 16.8％ 

６．相談支援等の充実 30 15.8％ 

７．地域住民等の理解 26 13.7％ 

８．コミュニケーションについての支援 20 10.5％ 

９．その他 2 1.1％ 

 

◆今後の暮らしについて 

全体では「家族と一緒に生活したい」が 48.2％と最も多く、次いで「一般の住宅でひとり 
暮らしをしたい」や「入所を続けたい」の割合が高くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．一般の住宅でひとり暮らしをしたい 8 14.3％ 

２．家族と一緒に生活したい 27 48.2％ 

３．グループホームなどを利用したい（支援や見守りのある共同生活）  4 7.1％ 

４．障がいのある人や高齢者向けの入所施設で生活したい

（入所を続けたい） 
8 14.3％ 

５．わからない 6 10.7％ 

６．その他 3 5.4％ 

 

◆一人暮らしに必要な支援 

全体では「医療や障がいについて専門的な対応ができる体制」が 29.4％と最も多く、次いで 
「地域で暮らすための相談支援」が 28.4％、「夜間や休日に相談できる体制」が 23.9％となっ

ています。 
区分 回答数（人） 割合（％） 

１．地域で暮らすための相談支援 31 28.4％ 

２．グループホームやアパートなどで暮らす体験の場 14 12.8％ 

３．夜間や休日に相談できる体制 26 23.9％ 

４．医療や障がいについての専門的な対応ができる体制 32 29.4％ 

５．その他  6 5.5％ 
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◆差別や人権侵害を感じること 

  全体では「店などでの応対・態度」や「仕事や収入面」が 15.5％と最も多く、次いで「周りや
まちなかで接する人の視線」が高くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．周りやまちなかで接する人の視線 7 12.1％ 

２．隣近所づきあい 6 10.3％ 

３．地区の行事・集まり 4 6.9％ 

４．店などでの応対・態度 9 15.5％ 

５．交通機関の利用など 5 8.6％ 

６．仕事や収入面  9 15.5％ 

７．コミュニケーションや情報の収集 4 6.9％ 

８．公共施設の利用など 2 3.4％ 

９．役場職員の対応・態度 3 5.2％ 

10．教育の場 2 3.4％ 

11．病院などの医療機関 4 6.9％ 

12．その他  3 5.2％ 

 

 

◆障がいへの理解を深めるために必要なこと 

全体では「障がいのある人に対するボランティア活動の推進」や、「障がいのある人の積極的
な社会への進出とサポート」が最も多く、次いで「学校における福祉教育の充実」と「福祉施
設の地域への開放や地域住民との交流」が多くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．障がいや障がいのある人の問題に関する啓発の充実 10 9.0％ 

２．障がいへの理解を目的と活動団体への支援 11 9.9％ 

３．障がいのある人に対するボランティア活動の推進 17 15.3％ 

４．学校における福祉教育の充実 12 10.8％ 

５．障がいに関する講演会や学習会の開催 4 3.6％ 

６．障がいのある人の積極的な社会への進出とサポート  17 15.3％ 

７．福祉施設の地域への開放や地域住民との交流 12 10.8％ 

８．障がいのある人の地域のまちづくりへの参加 11 9.9％ 

９．わからない 11 9.9％ 

10．理解を深める必要はない 1 0.9％ 

11．その他 5 4.5％ 
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◆災害時に不安なこと 

 全体では「投薬や治療が受けられない」が 21.7％と最も多く、次いで「避難場所の設備（トイ
レ等）や生活環境が不安」が 17.9％、「安全なところまで、迅速に避難することができない」
が 14.7％となっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．投薬や治療が受けられない  28 21.7％ 

２．補装具（車いす等）の使用が困難になる 3 2.3％ 

３．補装具（車いす等）や日常生活用具の入手ができなくなる 3 2.3％ 

４．救助を求めることができない 11 8.5％ 

５．安全なところまで、迅速に避難することができない 19 14.7％ 

６．被害状況、避難場所などの情報が入手できない  15 11.6％ 

７．周囲とコミュニケーションがとれない 14 10.9％ 

８．避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安 23 17.9％ 

９．その他  4 3.1％ 

10．特にない 9 7.0％ 
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◆優先的に取り組むこと 

 全体では「何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実」が最も多く、次いで「サービ
ス利用の手続きの簡素化」、また「差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実」や「障
がいのある人の入所施設の整備」などの割合が高くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．何でも相談できる窓口をつくるなど相談体制の充実 28 13.7％ 

２．サービス利用の手続きの簡素化 21 10.3％ 

３．行政からの福祉に関する情報提供の充実 11 5.4％ 

４．保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上 13 6.4％ 

５．参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実 5 2.5％ 

６．いろいろなボランティア活動の育成 6 2.9％ 

７．在宅での生活の介助がしやすいよう保健・医療・福祉のサービスの充実  13 6.4％ 

８．リハビリ・生活訓練・職業訓練などの通所施設の整備 11 5.4％ 

９．地域でともに学べる保育・教育内容の充実 1 0.49％ 

10．職業訓練の充実や働く場所の確保 11 5.4％ 

11．利用しやすい公共施設の整備・改善 2 0.98％ 

12．障がいの有無にかかわらず、住民同士がふれあう機会や場の充実 10 4.9％ 

13．利用しやすい道路・建物などの整備・改善 11 5.4％ 

14．障がいに配慮した公営住宅や、グループホームの整備など生活の場の確保 11 5.4％ 

15．災害時の避難誘導体制（緊急通報システム等）の整備 11 5.4％ 

16．差別や偏見をなくすための福祉教育や広報活動の充実 14 6.9％ 

17．障がいのある人の入所施設の整備 14 6.9％ 

18．特にない・わからない 6 2.9％ 

19．その他 3 1.4％ 

無回答 ２ 0.98％ 
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※18 歳未満の方を対象とした設問 
 
  ◆教育について重要なこと 
  全体では、「早期発見・早期療育システムの確立」が最も多く、次いで「普通学級での統合教

育」が多くなっています。 

区分 回答数（人） 
割合

（％） 

１．早期発見・早期療育システムの確立 4 26.7％ 

２．スロープなど、児童・生徒の障がいに対応した施設の整備 1 6.7％ 

３．普通学級での統合教育 3 20％ 

４．通級制度の充実 0 0％ 

５．児童・生徒の個々のニーズに応じた特別支援教育の充実 1 6.7％ 

６．児童・生徒の個々のニーズに応じた学習指導の充実 1 6.7％ 

７．特別支援教育の理解・啓発の推進 0 0％ 

８．就労指導・進路指導における本人意思の尊重 0 0％ 

９．教育・保健・医療・福祉などの関係機関の連携 0 0％ 

10．障がいのある児童・生徒の保護者に対する精神的な支援 1 6.7％ 

11．障がいのある児童・生徒の保護者に対する経済的な支援 2 13.3％ 

12．その他 2 13.3％ 

 

 

 ◆医療ついて困っていること 

全体では、「障がいに対応した医療機関が近くにない」、次いで「支援する家族の負担が大
きい」の割合が高くなっています。 

区分 回答数（人） 
割合

（％） 

１．障がいに対応した医療機関が近くにない 4 25.0％ 

２．医療機関までの移動が困難 2 12.5％ 

３．医療費の負担が大きい 1 6.25％ 

４．通院のための交通費の負担が大きい 2 12.5％ 

５．治療方法などに関する相談相手がいない 0 0％ 

６．支援する家族の負担が大きい 3 18.8％ 

７．付き添ってくれる人がいない 1 6.25％ 

８．特にない、わからない 2 12.5％ 

９．その他 1 6.25％ 

 

 



19 

 

◆福祉サービスについて困っていることや不安に思っていること 

全体では、「通いにくい（遠い、交通手段がない）」、「サービス内容に関する情報が少
ない」などの割合が高くなっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．制度のしくみや専門用語がわからない 0 0％ 

２．利用料が高い 0 0％ 

３．サービスの質が低い 2 11.8％ 

４．どのサービス提供事業者を選んだらよいかわからない  2 11.8％ 

５．サービス利用の手続きが大変 0 0％ 

６．定員がいっぱいで施設に入所や通所ができない 2 11.8％ 

７．通いにくい（遠い、交通手段がない） 3 17.6％ 

８．医療的ケアが受けられない 1 5.9％ 

９．お子さんが他の利用者や職員になじめない 0 0％ 

10．サービス内容に関する情報が少ない 3 17.6％ 

11．サービス利用について相談する相手がいない 1 5.9％ 

12．利用したいサービスがない 0 0％ 

13．特にない わからない 3 17.6％ 

14．その他 0 0％ 

無回答 0  
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◆優先的に取り組むこと 
全体では、「障がいがある人の働く場の確保」、「発達障がいに対する支援」が多く 
なっています。 

区分 回答数（人） 割合（％） 

１．町民向けの障がいについて理解を深めるための活動の充実 0 0％ 

２．コミュニケーションや情報の確保に関する支援の充実 0 0％ 

３．通勤通学のための移動の支援 2 9.1％ 

４．障がいのある人に配慮した建物や交通機関の整備 0 0％ 

５．スポーツ、文化芸術、レクリエーション活動の振興 0 0％ 

６．学校教育や生涯学習の充実 1 4.5％ 

７．障がいのある人の働く場の確保 4 18.9％ 

８．障がいに関する相談体制の充実 1 4.5％ 

９．年金・手当などの充実 0 0％ 

10．医療費の負担軽減 0 0％ 

11．障がいがある人も暮らしやすい住宅の確保 2 9.1％ 

12．ホームヘルプサービスの充実 1 4.5％ 

13．生活や訓練の場として必要なサービス事業所の整備 0 0％ 

14．グループホームなどの整備 0 0％ 

15．障がいがある人の入所施設の整備 0 0％ 

16．家族などの介助者の休養に関すること 2 9.1％ 

17．専門的な訓練、リハビリテーションの実施 1 4.5％ 

18．発達障がいに対する支援 4 18.9％ 

19．高次脳機能障がいに対する支援 0 0％ 

20．医療的ケアが受けられる在宅サービスの充実 2 9.1％ 

21．障がい者健診の充実（乳幼児健診を含む） 0 0％ 

22．救急医療の整備 0 0％ 

23．災害対策の充実 1 4.5％ 

24．特にない・わからない 0 0％ 

25．その他 1 4.5％ 
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５ 関係団体・事業所ヒアリングからの意見 

①  事業における現在の課題 

〇福祉現場における人材不足が顕著であること 

〇65 歳を過ぎて介護保険制度への移行調整が困難 

〇権利擁護事業の利用増加による受け皿となる基盤整備が必要 

②  生活についての困りごと・不安等 
〇介護者（支援者）の高齢化による介助負担が増加 

〇サービスについての周知が不足 

〇住み慣れた地域での交通手段の確保（公共交通の課題） 

③  地域の状況やサービスのあり方 
〇社会情勢に対応できる専門家の人材育成が不可欠 

〇サービス提供の専門性や障がいケアにおけるノウハウが不足 

④  関係機関・団体との連携の状況 
〇計画的な自立支援協議会の運営と各専門部会の活性化 

〇当事者会の創設(介護者への支援) 

⑤  地域との関わり、地域生活に必要なこと 
〇障がいへの理解、地域で支え合う意識（相談窓口・見守り） 

〇施設や事業所が個別ではなくシステムとして地域と繋がること 

〇地域共生社会の推進（地域生活支援拠点事業等の推進） 

〇障がいのある人の居場所づくり（孤立の防止） 

〇生活環境の整備（配食サービス等の継続） 

⑥ 重点的に取り組むべきこと 
〇「基幹相談支援センター」の設置及び必要性の検証 

〇相談支援体制の充実及び強化              

〇障がいがある人を支える「人材確保」及び「人材育成」 

〇障がいへの理解、偏見をなくすための施策（イベント等） 

〇「その人にあった就労の場」の確保支援 

〇事業者間連携体制の構築及び強化 
〇計画の評価、検討及び実施の体制の推進（自立支援協議会の役割） 
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第３章 施策の大綱 

 

１ 計画の基本的な考え方 

（１）基本理念（みらい像） 

本町の将来像は「豊かさあふれ つながりひろがる 安芸太田」をスローガンに掲げ、豊か
な自然と人情を強みに、人と人とのつながりが広がるまちをめざしています。 

本計画において、第１期計画より掲げている「ノーマライゼーション（障がいの有無にか
かわらず、地域で普通に生活し共にあゆむ社会を目指す）」と「リハビリテーション（医学・
理学的な機能回復のみならず生きがいをもって社会参加する）」の障がい者施策の基本的理念
に基づくうえで前計画を継承し、住み慣れた地域で誰もが共に安心して暮らせる社会の実現
に向けて引き続き取り組みます。 
 
 

（２）まちづくりとの関係 

本町は「第二次安芸太田町 ⾧期総合計画」において、まちづくりの将来像と基本的な考え
を次のとおり掲げています。 
 この将来像は、障がいの有無にかかわらず、すべての人が「安芸太田町は、豊かさがあふ
れ・つながり、そして、ひろがるまち」を実感できてこそ実現するのではないかと考えます。 
 そのためには、基本方針を掲げるすべての分野で「ノーマライゼーション」の視点に沿っ
て施策を推進することが必要です。  

本計画は、その中の障がいのある人にかかわる施策の基礎をまとめるものであり上位計画
である「第二次安芸太田町⾧期総合計画」や「第３期安芸太田町地域福祉計画 第２期安芸太
田町成年後見制度利用促進基本計画（令和４年度から令和６年度）」をはじめ、分野別福祉計
画との連携・調整など、関連する他の部門との整合にも配慮するものです。 
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２ 基本目標 
基本目標については、「第二次安芸太田町 ⾧期総合計画」との整合性を図りながら、 
これまでの取り組みを継承しつつ、さらなる施策の展開を目指すことから、第 6 期計画の 
基本目標を継承していきます。 

■基本目標 

 

 

 

 

 

第二次安芸太田町⾧期総合計画におけるまちの将来像 

豊かさあふれ つながりひろがる 安芸太田 
～ほどほど便利 とびきり幸せ 笑顔かがやく里山の町～ 

「和」 

～ほどよい調「和」

がとれたまち～ 

「環」 

～循「環」を生み 

出すまち～ 

「輪」 
～つながりの「輪」

が力になるまち～ 

「話」 

～ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ「話」

が広がるまち～ 

「私」 
～わたし「私」たち一人

ひとりの力を必要とする

まち～ 

ノーマライゼーションの視点 

安芸太田町地域福祉計画（成年後見制度基本計画含む） 

 

分野別 福祉計画 

高齢者 障がいのある人等 子ども 全町民 

 

・介護保険事業計画 

・高齢者福祉計画 

 

・障害者計画 

・障害福祉計画 

・障害児福祉計画 

 

 

・子ども 子育て 

支援事業計画 

 

 

・健康増進計画 

 

～出会い ふれあい 地域でともに生きる～ 

豊かさあふれ・つながりひろがる・笑顔かがやくまち 
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３ 計画の基本方針 

    本計画は、次の項目に配慮しながら計画策定を行っていきます。 

   
① 障がいのある人の自己決定の尊重と意思決定の支援 

  障がいのある人の自己決定を尊重し、障がいのある人が身近な地域で障がい福祉サービ 
スを受けながら自立と社会参加の実現を図っていきます。 

 
 ② 市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障がい

福祉サービスの実施等 
 障がいのある人が必要とする障がい福祉サービスを利用できるようサービス提供体制の 

充実に努めます。 
 
 ③ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に 

対応したサービス提供体制の整備 
  入所施設や医療機関からの地域生活への移行等、障がいのある人の生活を地域全体で支 

え、さらには地域生活支援拠点等を活用するなど就労面も含め地域全体で支えるシステ 
ムの構築を図っていきます。 

 
  ④ 地域共生社会の実現に向けた取組 
  子ども・高齢者・障がいのある人すべての人々が地域で共に暮らし、生きがいをもって 

高め合うことができる地域共生社会の実現に向け、町の上位計画である地域福祉計画と 
の整合性や連携を図っていきます。 

 
  ⑤ 障がいのある児童の健やかな育成のための発達支援 
  障がいの種別にかかわらず、発達の疑いがある段階から専門的な支援を受けられるよう 

障がい児通所支援や相談支援体制の充実を図ります。また、すべての児童が共に成⾧で 
きるようインクルージョン（包容）の考え方に基づき、地域社会への参加を進めます。 

 
  ⑥ 障がい福祉人材の確保・定着 
  安定的な障がい福祉サービスの提供と様々な事業を実施していくうえで福祉人材の確保 

及び定着の必要性が増していることから関係機関と連携して取り組んでいきます。 
 
  ⑦ 障がいのある人の社会参加を支える取組 
  障がいのある人が、スポーツ活動や文化・芸術活動などに参加し地域で生きがいをもっ 

て健康的に暮らせる社会をめざしていきます。 
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４ 第７期計画の策定に向けて 

第６期計画の重点項目の取組み状況 

  

第６期計画では、障がいのある人の地域生活やサービスの利用状況等について、関係者へ
のヒアリングやアンケートから出された意見や課題を踏まえ、重点課題に向けての目標を定
め「１０の施策」を行いました。 

重点項目１  

項目 施策の柱 施策 

総合的な相談支援体制の 
確立 

相談支援の体制づくり 
① 基幹相談支援センターの 

必要性の検証 

 

評価と課題 

自立支援協議会において、基幹相談支援センターの必要性の検討及び協議は行っている
ものの具体的な方向性はみえておりません。 
財源の確保が難しいこと、また、本町において基幹相談支援センターのニーズが不明確な
部分もあり、町内のサービス資源を有効的に活用することによる代用案も含め、検討を重
ねていきます。また、令和６年度より市町村における基幹相談支援センターの設置が努力
義務化されます。 
 

今後の方向性 
 令和元年度２月に設置した障害者等相談支援事業所の実績を分析し、基幹相談支援セン
ターの設置が、本町において必要かどうかの協議検討を継続しつつ、町内のサービス資源
を有効活用することで、その機能を補えるかなどをあわせて協議を進めていきます。 
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重点項目２ 
項目 施策の柱 施策 

ネットワークの構築及び 
強化 

連携体制の構築及び強化 
② 行政を含む関係団体及び 

関係事業者間の連携体制の
構築並びに強化 

 

評価と課題 
自立支援協議会においては、年度によって開催頻度が異なるなど計画的な運営が出来

ていない部分もあり、専門部会も含め協議会自体を活性化する必要があります。 
人口規模の小さい自治体であることから、常に顔の見える関係が構築されており必要

に応じてケース会議を行うなど解決する事案も多く、個別支援部会の招集に至っていな
い実情があります。 

 

今後の方向性 
計画的な自立支援協議会の運営を行っていきます。 

障がいに関わる事業所の日常的な課題の共有等、連携強化を図ります。 

 

重点項目３ 

項目 施策の柱 施策 

  
障がいに対する理解の 
促進と福祉意識の高揚 
 

効果的な啓発・広報活動の推進等 

③ 広報活動の充実 
④ 広報・啓発活動や企画への

障がいのある人の参加促進 
⑤ 差別の解消に向けた取組の

推進 
 

評価と課題 

町が発行する「障がい者福祉サービスの手引き」の情報更新を毎年行い、希望される方
や新規手帳取得者へ冊子の配布を行っています。 

また、人権フェスタ等の開催を通して、就労継続支援事業所や福祉施設から作品の展示
や物品等の販売を行い、障がいのある人の活動の理解を深める機会となりました。 

人権フェスタや人権啓発セミナー、広報誌やポスター掲示などいろいろな機会を通じて
住みよい地域とするための広報・啓発活動を行っています。 

障害者差別解消支援地域協議会は、地域自立支援協議会において機能を位置付けている
ものの運営機能に課題が生じています。 
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今後の方向性 
人権週間や障害者週間に合わせたイベントを活用し、引き続き啓発活動に努めます。 
また、町から発信できる情報について分かりやすく工夫し、提供ができるよう努めます。

障がいを理由とする差別の解消を推進するため「不当な差別的取り扱い」「合理的配慮」に
ついて、認識を深め、必要な措置を行います。 

 

重点項目４ 

項目 施策の柱 施策 

障がいのある人の地域 
生活の支援 

（1）住居の確保支援 ⑥自立に向けた住居の確保支援 

（2）就労の場の確保 
⑦自立に向けた就労の場の 

確保支援 
（3）権利擁護の推進 ⑧権利擁護の推進 

（4）集いの場づくりの推進 
⑨障がいのある人の居場所づく

り（地域共生社会の実現） 

（5）地域生活への移行と定着 
⑩地域生活支援拠点の確保と 

その機能の充実 
 

評価と課題 
各施設の経年劣化による修繕を計画的に行いました。 

令和４年３月には、あらたに町内に２棟目のグループホームが新規開設され、広域からの 
利用も増えています。 
 また、令和４年度には就労継続支援 B 型の定員が増員となり就労の場がわずかながら増
えています。町内の事業所において就労継続支援の定員には達しておりませんが、今後も 
就労の場の確保に努めます。 

令和４年度から障がいのある人の「重度化・高齢化」や「親亡き後」を見据え、緊急時の
かけつけなどを行う「地域生活支援拠点事業」を開始しました。登録者は若干ではあります
が微増傾向にあります。 
 

今後の方向性 
障がいのある人が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう引き続き住まいや就労

の面において確保支援に努めます。 
障がいのある人の「重度化・高齢化」や「親亡き後」を見据え、緊急時のかけつけ等の「地
域生活支援拠点事業」を推進してまいります。 

また、障がいのある人が地域で孤立しないよう、⾧く住み慣れた地域で安心して暮らせる
ような仕組みづくりを行っていきます。 
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５ 施策の体系 

（１）第７期計画の重点項目 

 アンケート調査、関係団体及び関係事業者のヒアリング調査結果などを踏まえた総合的な
見地と第６期計画を継承し更には継続している課題等をまとめ、第二次安芸太田町⾧期総合
計画におけるまちの将来像である「豊かさあふれ つながりひろがる 安芸太田」に向かい、
以下を重点項目と設定し、この計画において取り組むべき施策として次のとおり位置付けま
す。 

  

重点項目１ 総合的な相談支援体制の確立 

 

【出された課題】                 【方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

重点項目２ ネットワークの構築及び強化 

 

【出された課題】                 【方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点項目３ 障がいに対する理解の促進と福祉意識の高揚 

 

【出された課題】                 【方向性】 

 

 

 

 

・夜間や休日を含む身近な相談窓口について 

・基幹相談支援センターの設置について 

・自立支援協議会の機能が不十分であること 

 

・基幹相談支援センターの設置及び検証 

・相談支援機能の充実及び強化 

 

・課題はそれぞれ抱えているが関係機関で

共有が出来ていないこと 

・自立支援協議会や専門部会が活発ではな

いこと 

・福祉現場における人材不足が顕著である

こと 

・行政を含む事業者間連携体制の構築及び 

強化 

・人材不足による福祉人材の確保及び定着 

・障がいへの理解度が低く就労しにくいこと

・障がいへの理解や見守り、地域で支え合う

活動が必要であること 

・障がいのある人に対する差別、偏見をなく

すための施策 

 

・広報、啓発活動や企画への参加促進 

・差別の解消に向けた取組の推進 
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重点項目４ 障がいのある人の地域生活の支援 

 

【出された課題】                 【方向性】 

 

 

 

 

  

・障がいのある人が地域で安心して暮らし

ていける住まいや就労の場が不足 

・地域で孤立させないこと 

（※障がいのある人の居場所づくり） 

・障がいのある人の家族ミーティング等の

創設 

・地域生活支援拠点事業の推進 

・「その人にあった就労の場」の確保支援 

・地域生活支援拠点事業の推進 

・地域で安心して暮らしていくための住居の

支援 

・障がいのある人やその家族の居場所づくり

の構築 

・介護者の集いの場等の構築 
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（２）施策の体系 

 

 

～～地域社会における共生～～ 

項目 施策の柱 施策 

「第１章」 
分野を超えた取組み 

 

地域で安心して暮らせる生活の 
基盤づくり 

（１）相談支援体制の充実 

（２）相互理解、情報提供の促進 

（３）権利擁護の推進 

（４）居場所づくりの推進 

（５）住居の確保支援 
（６）就労の場の確保 

「第２章」 
分野別施策 

１ 暮らす（生活支援） 
（１）障がい福祉サービス等の充実 

（２）生活支援の充実 

２ 健やか（保健・医療） 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防・治療  

（２）身体障がいのある人への支援の推進 

（３）知的障がいのある人への支援の推進  

（４）精神障がいのある人への支援の推進 

（５）難病患者への支援の推進 

３ 育てる・学ぶ 
（保育・療育・教育） 

（１）一貫した相談支援の実施 
（２）特別支援教育等の推進 

（３）放課後対策等の推進 

４ 集う（交流活動） 
（１）障がいのある人の交流の推進 

（２）スポーツ・文化・芸術活動の振興 

５ 住む（生活環境） 

（１）バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進 

（２）防災・防犯対策の推進 
（３）非常時における総合的な支援体制の確立 

６ 支え合う（地域福祉） 

（１）地域福祉の推進 

（２）障がいに関する学習機会の充実 

（３）ボランティア活動の推進 

 
「第３章」 

障がい福祉サービス
等の基盤整備 

障害福祉計画・障害児福祉計画 

１ 第 7 期障害福祉計画・第３期障害児
福祉計画の数値目標の設定 

２ 障がい福祉サービス等の見込量 

３ 障がい児支援サービス等の見込量 

４ 地域生活支援事業 

    
 

■基本目標 
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第４章 計画の推進 

１ 関係機関の連携強化（安芸太田町地域自立支援協議会の充実） 

相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関し、中核的な役割を果たす定期的協議
の場として「安芸太田町地域自立支援協議会」を設置し関係機関のネットワークを構築して
います。  

本協議会の充実を図り、計画の施策推進において連携するとともに、個々の課題について
は必要に応じてケース検討会を実施し、関係機関の連携のもと効果的な対応を検討します。 

また、本協議会を核として、医療機関や町外の関係機関等との連携を強化します。 
本計画では、この協議会（全体会及び専門部会）の活性化を重点項目の一つとして位置付

けています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域自立支援協議会を核としたネットワーク体制 

 

 
・相談支援事業の質の確保 

・困難事例の対応・調整 

・障がい者支援ネットワークの構築 

・サービス資源の充実 

・障がいのある人の自立支援の促進 

・本計画の具体化への協議、評価 

・障害者差別解消法への対応 

利 用 者 

相談支援 

サービス事業所 

保健・医療関係 

教育関係（学校等） 企業､就業支援機関 

障がい者団体等 

関係行政機関 

町等 

地域自立支援協議会 

 

協議会の運営を通じて 
関係機関等の 

ネットワークを構築 

設置、運
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実行（Do） 

２ 計画の進行管理及び点検（PDCAサイクル） 

本計画では、基本指針に即して定めた数値目標を「成果目標」とし、各サービスの見込量
を「活動指標」としています。 

これらは「PDCAサイクル」に沿って事業を実施し、1年に1回以上その実績を把握し、本
計画の中間評価として分析・評価を行い、必要があると認めるときは本計画の変更や事業の
見直し等の措置を講じます。 

「PDCAサイクル」とは、さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善などに広く
活用されている総合的に管理していく手法で、「計画（Plan）」「実施（Do）」「評価
（Check）」「処置（Act）」のプロセス（手順）を順に実施していくものとなります。 
 そのため、作成した計画については、3年ごとにその進捗を把握するだけではなく、定期
的にその進捗状況を把握し、分析、評価の上、課題等ある場合には、随時、対応していくこ
とになり、本町においては「安芸太田町地域自立支援協議会」が協議の場となります。 
 

 

 ●ＰＤＣＡサイクルのプロセス（手順）イメージ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画の内容を踏まえ、事業
を実施する 

■中間評価等の結果を踏まえ、必要があると認
めるときは、障害福祉計画等の見直し等を実施 

■「基本指針」に即して成果目標及び活動指標を設定するとともに、障がい
福祉サービスの見込量の設定やその他確保方策等を定める 

■成果目標及び活動指標については、少なくとも年一回は実績を把握し、障
がい者施策や関連施策の動向も踏まえながら、障害福祉計画等の中間評価
として分析・評価を行う 

■中間評価の際には、協議会等の意見を聴くとともに、その結果について公
表することが望ましい 

■活動指標については、より頻回に実績を把握し、達成状況等の分析・評価
を行うことが望ましい 

■障害福祉計画等策定に当たっての基本的考え方及び達成すべき目標、   
サービス提供体制に関する見込量の見込み方の提示 

基本指針 

計画（Plan） 

改善（Act） 

評価（Check） 
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Ⅱ 各 論 
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第１章 分野を超えた取組み 
 

 ◎地域で安心して暮らせる生活の基盤づくり 

（１）相談支援体制の充実     

項 目 内 容 担当課 

基幹相談支援センター 
の設置 

〇総合的・専門的な相談支援を受けることのでき
る「基幹相談支援センター」の設置について今
後も協議を重ねるとともに、受託事業者の確保
に向け関係者と協議を行い、相談窓口の一本化
による相談しやすい体制を構築します。 

健康福祉課 

相談支援機能の強化 

〇「お陽さま相談」や「委託相談支援事業」に加
えて、総合的な相談業務を受ける「基幹相談支
援センター」の将来的な開設も踏まえ、相談支
援体制の強化を図ります。 

〇各相談支援事業所の機能の充実を図るため、
相談支援員の資質向上に向けての研修等の機
会や定期的な連絡会議等を行うことで事業所
間の連携や協力体制を強化します。 

健康福祉課 
 

自立支援協議会の充実 

○自立支援協議会や各専門部会を定期的に開催
し、各施策の進捗状況の点検などを行い、関係
者が課題共有を行う中で、複雑化した地域課題
の解決に向けて協議していきます。 

〇成年後見制度の推進のため、個別支援部会等を

活用し、後見申立ての要否等検討する機能を追

加します。 

健康福祉課 

関係機関の連携強化 

〇日頃の健康福祉課への相談、また、保健師等の
訪問時に把握した各種相談に対し、相談支援
事業所やサービス事業所との連携を行い情報
共有に努めて対応していきます。 

〇自立支援協議会を中心に、事業所間の連携が円
滑に行えるように体制を整備します。 

健康福祉課 
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（２）相互理解、情報提供の促進 

項 目 内 容 担当課 

広報活動の充実 

○広報誌やパンフレット等を活用し、各種の広報
活動を継続的に実施します。 

〇障害者週間等や人権フェスタに合わせて広報
やチラシ等で周知を図ります。 

〇町発行の「障がい者福祉サービスの手引き」の
制度の内容を分かり易く記載し適宜、情報更新
を行い、希望者や新規手帳取得者に対し配布を
行います。 

健康福祉課 

イベントによる啓発 
活動の実施 

〇人権週間及び障害者週間に合わせて人権課題
のテーマに沿ったシンポジウムや講演会を行
い、障がいのある人の作品展示や物品の販売等
を行います。 

 教育委員会 
健康福祉課 

差別の解消に向けた 
取り組みの推進 

〇週間、月間等人権啓発行事の周知を図るととも
に、これらの機会を活かして障がいのある人
への理解促進のための広報・啓発などを行い
ます。 

〇障がいを理由とする差別の解消を推進するた
めの広報・啓発などを行います。 

〇障がいを理由とする差別の解消を推進するた
め「不当な差別的取扱い」「合理的配慮」につ
いて、認識を深め必要な措置を行います。 

〇「障がいを理由とする差別の解消の推進に関す
る安芸太田町職員対応要領」に即した研修及
び啓発等を行います。 

総務課 
住民課 

健康福祉課 

多様な情報提供の実施 

〇字の「大きさ」や「ふりがな」を入れるなど障
がいのある人が分かり易く、障がいのある人
に配慮した方法での情報提供を行いサービス
や制度の周知を図ります。 

健康福祉課 

広報活動のユニバーサル
デザイン化の推進 

○広報誌では特集ページを作り、お知らせ型か
ら情報発信型の広報へ転換します。同時に、文
字数や大きさについて整理をします。 

総務課ほか 
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（３）権利擁護の推進 

項 目 内 容 担当課 

権利擁護の推進 

○権利擁護の必要な方が必要な制度を受けられ
るように相談窓口、権利擁護に関する普及啓
発等（制度の案内・研修会）を今後も継続的に
取り組みます。 

健康福祉課 

成年後見制度利用促進 
の体制構築 
（安芸太田町成年後見制
度利用促進基本計画） 

〇「安芸太田町成年後見制度利用促進計画」は、
安芸太田町地域福祉計画において定めていま
す。 

〇「安芸太田町成年後見制度開始審判申立事業」
として後見等開始の審判を申し立てる親族等
がいないこと、かつ、町が必要と認めた場合に
は、町⾧が後見等開始の審判の申立てを行い
ます。その場合、町が申立てに関わる費用を負
担します。 

〇「安芸太田町成年後見制度利用促進支援事業」
として、本人の資産等が十分でなく、必要とす
る費用を負担することが困難な方に後見人等
の報酬の全部又は、一部を費用助成します。 

〇地域連携ネットワークを構築するための取組
を行います。 

①中核機関を設置し相談から受任調整等まで、
対応の広域化を図ります。 

②町民・地域・民間からの相談窓口の周知を町ホ
ームページなども活用し促進を図ります。 

③協議会の開催（困難事例等の検討、情報の共有
及びネットワーク機能） 

健康福祉課 

虐待防止活動の充実 

〇虐待防止ネットワークとの連携を図り、障が
いのある人への虐待の未然防止に努めるとと
もに、引き続き早期発見・早期解決に努めま
す。 

〇民生委員・児童委員や社会福祉協議会、地域等
より多くの関係者が参画し、日常的な見守り
活動の中で実態の把握に努め、相談等に応じ
ながら活動を展開していきます。 

住民課 
健康福祉課 
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（４）居場所づくりの推進 

項 目 内 容 担当課 

地域の活動の場づくり 
の推進 

〇社会福祉協議会が行うサロン活動への支援
や、また住民運営の「通いの場」など、住民が
参加しやすい「集う場」づくりを推進します。
また、地域共生社会の実現に向け、障がいのあ
る人の地域での役割づくりや地域の一員とし
ての活動の場の確保支援に努めます。 

健康福祉課 

障がいのある人の活動 
支援 

〇障がいのある人の居場所づくりや声を発信す
ることのできる場の構築を図ります。 

〇身体障害者福祉協会への活動助成や会員獲得
の支援、また当事者の会等の運営支援に努め
ます。 

 
健康福祉課 

地域の活動への参加   
促進 

〇地域の方と連携した体験活動や伝統文化の継
承活動など、各学校において地域清掃ボラン
ティア活動を行い、地域の方と触れ合う機会
を設けて異世代間交流を推進し多様な社会の
一員として生きる力を育みます。 

〇地域コミュニティ活動への参加促進を図るた
め、各種地域活動やボランティア活動、地域行
事などへの障がいのある人の積極的な参加を
促進します。 

教育委員会 
健康福祉課 

障がいのある人が参加  
しやすい環境づくり 

〇町で開催される行事や地域活動やスポーツ活
動、文化・芸術活動の社会活動について障がい
のある人の参加を妨げないように配慮し誰で
も参加しやすい環境に努めます。 

健康福祉課 

地域生活支援拠点等の 
整備 

〇障がいのある人の高齢化、重度化や親なき後
を見据え、居住支援のための機能（相談や緊急
時の受入等）を推進していきます。 

健康福祉課 

地域共生社会の推進 

〇子ども、高齢者、障がいのある人全ての人々が
地域で共に暮らし生きがいをもち高め合うこ
とができる地域社会に向け「支え手側」と「受
け手側」に分かれるのではなく、地域社会のあ
らゆる住民が役割を持ち、自分らしく活躍で
きる「ごちゃまぜ」のコミュニティを育成し福
祉などの公的サービスと協働して暮らすこと
のできる仕組みづくりを推進していきます。 

企画課 
健康福祉課 
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（５）住居の確保支援 

項 目 内 容 担当課 

地域で安心して暮らして
いくための住居確保支援 

〇既存の施設を有効活用しつつ、各施設の経年劣
化による修繕等も計画的に実施していきます。 

〇障がいのある人が住み慣れた身近な地域で充
実した生活が行えるよう、グループホームの確
保に努めます。また、ニーズに沿った住居を紹
介するなど障がいのある人の地域生活の支援
をしていきます。 

健康福祉課 
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（６）就労の場の確保 

項 目 内 容 担当課 

障がい者雇用への理解 
促進 

〇関係機関と連携し、情報収集に努め、雇用促進
を図ります。 

〇広島障害者就業・生活支援センターと連携し、
障がいのある人の雇用や支援がより充実し、
働きやすい環境づくりに取り組んでいきま
す。 

健康福祉課 

企業や関係機関との 
連携体制の構築 

○町内の施設等、商工会及び各事業所との情報
交換会を定期的に行い、関係機関が連携しや
すい体制を構築します。 

産業観光課 
健康福祉課 

多様な就労の場の確保 

〇一般就労及び障がい者雇用について求人・求
職の募集や案内、あっせんを行い、障がいのあ
る人の就労へのニーズに合わせた就労の場を
提供できるように努めます。 

〇障害者就労施設等からの物品等の調達方針に
基づき優先調達を推進し、障がいのある人の
就労の場の安定を図ります。 

〇一般企業への就労が困難である障がいのある
人には、就労継続支援事業所Ａ型・Ｂ型の利用
を促進し利用者一人ひとりの状況に応じ、そ
の人にあった就労が確保できるよう関係機関
と連携を図ります。 

産業観光課 
健康福祉課 

職業紹介の実施 

〇相談があった際には、町の無料職業紹介窓口
及びハローワーク等を案内し、また求人・求職
の情報提供に努めます。 

〇無料職業紹介事業を通して、町ホームページ、
掲示板による相談窓口の周知、求人、求職の相
談等を行います。 

産業観光課 
健康福祉課 

  

 

 

 

 



40 

 

第２章 分野別施策 

  

１ 暮らす（生活支援） 
 

（１）障がい福祉サービス等の充実 
項 目 内 容 担当課 

訪問系サービスの充実 

○障がいのある人が地域で安心して暮らせるた
めに、個々のニーズに対応したサービスを適切
に利用できるよう相談支援事業所、保健師及び
サービス事業者等の関係機関との連携を図り
サービスの充実に努めます。 

健康福祉課 

日中活動系サービス等 
の充実 

○障がいのある人の生活機能の維持及び向上、並
びに生きがい創りにも繋がるよう、サービス事
業者等の関係機関との連携に努めます。 
また、障がいのある人等の家族の介護負担の軽
減を図ります。 

健康福祉課 

居住系サービスの推進 

〇住み慣れた地域での生活支援や入所及び入院
している方が、地域生活へ移行できるよう町内
のグループホーム等の利用支援等を行うとと
もに情報の収集・提供を行い、利用者の確保に
努めます。 

健康福祉課 
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（２）生活支援の充実 
項 目 内 容 担当課 

外出・移動支援の充実 

○障がいの有無にかかわらず、また、移動手段を
有しない高齢者が安心して外出及び社会参加
が行えるよう、担当課と連携し、誰もが使いや
すい交通体系の充実を図ります。 

企画課 
健康福祉課 

各種生活支援の提供 

〇手帳交付時には「障がい者福祉サービスの手
引き」等を使い、分かりやすく各種制度の周知
を行います。 

〇手話通訳や要約筆記の必要な方に対し、意思
疎通が円滑に行えるようコミュニケーション
支援等の充実を図ります。 

○経済的負担を軽減するため、日常生活用具普
及事業、補装具費、自立支援医療費、各種手当
等の給付制度の周知を図ります。 

健康福祉課 

地域支援の活用 

○ボランティアや自治組織等によるインフォー
マルサービスを有効に活用できるよう関係団
体等と連携し支援を行います。 

○「さんさんネット」等のボランティア活動につ
いて、利用促進等の支援を行います。 

※上記内容については町社協が中心となって活
動しており（町としては）側面的支援ですが、
運営に係る人件費の補助を継続して行いま
す。 

健康福祉課 
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 ２ 健やか（保健・医療） 

（１）障がいの原因となる疾病等の予防・治療 
項 目 内 容 担当課 

母子保健の推進 

〇ネウボラ安芸太田の取り組みを実施しており、
妊娠期から定期的な関わりを持つことで信頼
関係を築くことが可能であることから切れ目
ない支援を今後も行っていきます。 

〇乳幼児健診後のフォローとして「お陽さま相
談」、「聞こえと言葉の相談」等で継続した支援
介入を行っていきます。 

〇子どもの育ちに不安のある家庭への支援とし
て福祉、保育及び教育部局と連携して課題の解
消と支援へ繋げていきます。 

健康福祉課 

健康づくりの推進 

〇健康運動クラブ連絡協議会を中心にウォーキ
ング等の運動を推進しており、ウォーキング等
の運動習慣者への育成を図ります。 

〇町民を対象とした健康相談や健康教室を実施
しており、引き続き新規参加者の掘り起こしを
行います。 

健康福祉課 

健康診査の充実 

〇受診率向上に向けて関係課と連携し、集団検診
の休日実施や受診勧奨等を行い受診率向上を
図ります。 

〇検診後の生活習慣を改善するきっかけとして
運動教室や栄養講座への参加の呼びかけを行
い健康維持に取り組みます。 

健康福祉課 

 

（２）身体障がいのある人への支援の推進 

項 目 内 容 担当課 

リハビリテーション 
体制の充実 

○専門的で身近な医療機関との連携を行い身体能
力向上に向けての支援を行います。 健康福祉課 
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（３）知的障がいのある人への支援の推進 
項 目 内 容 担当課 

相談活動の推進 

○「お陽さま相談」を継続することにより療育が
必要な児童や手帳取得が必要な児童の支援だ
けでなく、障がいの有無に関係なく、成⾧が気
になる児童や育児不安のある家族に対して、支
援の実施や一貫した支援ができるシステムづ
くりに努めます。 

〇保健所事業である「発達障害診療円滑化事業」
を利用し、幼児期・学童期での発達アセスメン
トを強化して早期療育へ繋げます。 

健康福祉課 

グループ活動の支援 

〇家族会等のグループ活動の周知を行うなど、知
的障がいのある人やその家族のニーズの把握
に努め、グループの活動が活発になるように支
援を行います。 

健康福祉課 
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（４）精神障がいのある人への支援の推進 

項 目 内 容 担当課 

心の健康づくりの推進 

〇アルコール依存症対策として、「お酒の悩み相談
会」を開催し、医療関係者等と健康福祉課が連携
し引き続き行っていきます。 

〇自殺予防対策計画に基づき、関係機関と生活困窮
支援に取り組むとともに、高齢者の居場所づくり
（通いの場）を推進します。 

健康福祉課 

生活支援の推進 

〇障がいのある人やその家族の高齢化に配慮し、ま
た関係機関と連携を図りながら将来的な支援の
構築として適切なサービス提供及び介護保険制
度への移行を図ります。 

健康福祉課 

相談活動の推進 

〇精神障害者保健福祉手帳の交付時に家族を含め
て 8050 問題を話す機会を設けており、訪問時に
いろいろな機会を通じて相談活動を引き続き行
っていきます。 

健康福祉課 

グループ活動の支援 

〇プチソーシャルクラブは現在参加対象者の状況
から休止していますが、個々のニーズに即した適
切な障がい福祉サービスや通所先の確保支援を
行います。 

健康福祉課 

教育活動の推進 

○保健体育において「薬物乱用防止教室」として違
法薬物及びアルコール乱用について授業を行っ
ています。教育委員会との連携により小学生、中
学生を対象にアルコールや薬物の危険性につい
ての指導事業を行います。また、人間関係の大切
さについても言及し孤立予防対策としても指導
していきます。 

健康福祉課 

（５）難病患者への支援の推進 
項 目 内 容 担当課 

福祉サービス提供体制 
の整備 

〇療養上の不安や介護の負担を軽減する等の適
切な在宅支援を行うため、難病患者のニーズに応
じた障がい福祉サービスを提供することができ
るよう体制の整備、充実に努めます。 

健康福祉課 
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３ 育てる・学ぶ（保育・療育・教育） 

（１）一貫した相談支援の実施  
項 目 内 容 担当課 

一貫した早期療育・
相談支援の推進 

〇特別支援教育支援員を配置し、個々に対応した支援
を行い円滑な学級運営を図ります。 

○子育て支援センター会議などで定期的に関係機関
や専門家との連携を取り合うことで、支援を必要と
する児童や生徒一人ひとりにあった指導・支援が行
える体制づくりを図ります。 

〇県の事業「発達障害診療円滑化事業」を利用し、幼
児期・学童期での発達アセスメントを強化し、早期
療育につなげます。 

教育委員会 
健康福祉課 

 

（２）特別支援教育等の推進 
項 目 内 容 担当課 

障がい児保育の推進 

〇保護者や関連施設と連携しながら保育を続けて
いくと同時に、専門機関のアドバイスを受けなが
ら、支援の必要な児童への保育士の加配も含め支
援を行います。 

〇県の事業「発達障害診療円滑化事業」を利用し、
幼児期・学童期での発達アセスメントを強化し、
早期療育につなげます。 

〇専門員の保育参観の実施を行い、引き続き支援の
必要な児童についての指導・助言に繋げていきま
す。 

教育委員会 
健康福祉課 

特別支援教育の推進 

〇教育支援委員会について、就学前のみならず就学
後も一貫した支援の取組みを進めます。 

〇児童自身が自立的に学び学校生活が送れるよう
その児童に合った支援を行います。 

〇特別支援教育支援員を配置し、個々に対応した支
援を行いスムースな学級運営を図ります。 

〇保育・小学校・中学校・高校と育ちと学びをつな

ぐ安芸太田町として、切れ目のない支援体制と指

導の充実を図ります。 

教育委員会 
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項 目 内 容 担当課 

教育相談の充実 

〇児童や生徒の実態把握と具体的な支援方法など
を考える校内研修を位置付けることで、一貫した
支援を行えるよう取組みます。 

○悩みを抱える児童や生徒等への対応についてス
クールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーとも連携し、教育相談体制の推進に努めま
す。 

〇今後もスクールカウンセラーやスクールソーシ
ャルワーカーの周知を図っていきます。 

教育委員会 

学校施設・設備・備品 
等の改善 

〇誰もが学校施設を利用しやすいように施設の改
善を行います。 

〇特別支援学級児童の個々の状況を把握し、安心で
安全な通学のためのサポートを関係機関と連携
して行います。 

教育委員会 

 

（３）放課後対策等の推進 
項 目 内 容 担当課 

放課後等の居場所  
づくりの推進 

○労働等で日中に保護者のいない世帯が増加して
いることから、放課後児童クラブの利用希望が増
加しており、放課後児童支援員などの有資格者の
確保が必要であることから、資格取得研修の受講
を推進しスタッフの資質向上を図っていきます。 

○保護者や家庭のニーズに対応していく中で、「放
課後児童クラブ」の充実を図り、あわせて「放課
後子ども教室」と連携し、放課後児童の居場所づ
くりに努めます。 

 

教育委員会 
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４ 集う（交流活動） 
 

（１）障がいのある人の交流の推進 
項 目 内 容 担当課 

サークル・団体活動 
の支援 

〇身体障害者福祉協会に対し、運営費の助成を行い
ます。また、新規の身体障害者手帳交付者には身
体障害者福祉協会が作成したパンフレットを配
布し、会員獲得の支援に努めます。あわせて団体
活動が円滑に行われるよう支援を行います。 

健康福祉課 

 

（２）スポーツ・文化・芸術活動の振興 
項 目 内 容 担当課 

スポーツ活動への 
参加支援 

〇障がいの有無に関わらず、参加できる環境づくり
を行うなど誰もが楽しめる講習会等を開催し交流
の促進を図っていきます。 

〇今後も地域住民が年齢、性別、障がいの有無に関
係なく気軽に集まり、コミュニケーションを図れ
る場づくりに努めます。 

 
教育委員会 

 

文化・芸術活動への 
参加支援 

○文化・芸術活動をはじめ各種の行事・イベント等
に障がいのある人へのケア等、また、障がいのあ
る人が参加しやすい環境づくりを行います。 

○図書館が仲介して県内の図書が無料で貸借できる
制度を周知するなど、障がいのある人や高齢者も
図書を利用できるように努めます。 

教育委員会 
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５ 住む（生活環境） 
 

（１） バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化の推進 
項 目 内 容 担当課 

住宅整備の推進 

〇生活拠点の確保は重要であり関係課で町営住宅の
空き状況を共有する等、また、福祉視点からのニー
ズを把握するなど課題等の整理を行い、整備・改修
を行う中でバリアフリー化を検討していきます。 

建設課 

公共空間の整備 
〇公共空間整備の際、担当課のみならず関係各課と

連携し、バリアフリー化・ユニバーサルデザイン化
等の必要性を認識のうえ整備計画を検討します。 

建設課ほか 

移動環境の整備 

〇デマンド交通の「あなたく」と「定額タクシー」を
統合し、誰もが使いやすい新・公共交通システムを
構築します。 

〇新・公共交通システムの運賃について障がいのあ
る人を対象とした運賃の割引を設定する等、安心
して外出できる体制をつくります。 

企画課 
健康福祉課 
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（２）防災・防犯対策の推進 
項 目   内 容 担当課 

防災、防犯意識の 
啓発・普及 

〇「防災マップ」は梅雨入り前の６月に全戸配布を
行うとともに、自治会単位でマップの見方や避難
行動の説明を実施していきます。 

〇防災講演会の開催等を通じて防災意識の向上に
努めます。 

〇警察署との連携により防犯意識の普及に努めま
す。 

総務課 
産業観光課 
健康福祉課 

防災情報の提供方法 
の充実 

〇防災行政無線や消防団、地域住民による情報伝達
により非常時の情報伝達手段の充実に努めます。 

〇防災行政無線による情報配信に併せ、「防災アプ
リ」では、文字による情報配信に努めます。 

総務課 
健康福祉課 

（３）非常時における総合的な支援体制の確立 

項 目 内 容 担当課 

総合的な避難活動 
支援の強化 

〇自治振興会や自主防災組織との情報交換によっ
て、避難訓練実施の働きかけを行います。 

〇避難行動要支援者の迅速かつ的確な避難準備、避
難指示及び避難誘導を実施するため、地図を活用
したシステムによる管理、運営を目指します。 
また、災害時における要支援者の避難を実効性の
あるものとするためには、町が提供する名簿情報
を基にした「個別支援計画」の作成等を通じた取
組みを平時から行うことが有効的であるため、地
域の実情を踏まえつつ、避難支援等関係者（消防
機関、警察、民生委員、介護・福祉関係者、自主
防災組織、総務課危機管理室等）と連携します。 

総務課 
健康福祉課 

要配慮者支援体制の 
充実 

〇避難行動要支援者台帳の更新を適宜行い、自治会
や消防団等へ情報提供を行い有事の際の避難活
動支援を行います。 

〇地域の防災体制を高めるため、自主防災組織の設
立・育成に努めます。 

総務課 
健康福祉課 
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６ 支え合う（地域福祉） 
 
（１）地域福祉の推進 

項 目 内 容 担当課 

自助・共助・公助の 
体制づくり 

〇「集落支援員」が実情に合わせ支援の必要と判断
した地域に対し、地域の見守りや地域活動の開
催や補助、課題解決に関する支援を行う中で、自
助・共助・公助の体制の構築に努めます。 

健康福祉課 

地域における支援 
ネットワークの強化 

〇誰もが立ち寄れる居場所づくりの意識を広める
ため、健康づくり事業も協働して計画の作成を
進めます。 

〇あいサポート事業や広報によって啓発活動を行
い、地域住民への障がいに対する正しい理解の
促進を図り、障がいのある人にやさしい地域づ
くりに努めます。 

健康福祉課 

 

（２）障がいに関する学習機会の充実 
項 目 内 容 担当課 

福祉の支援人材の育成 

〇町内各相談支援事業所が、定期的に集まり事例検
討会や自立支援事業の制度、計画相談についての
学習会など行い資質の向上に努めます。 

〇定期的な専門職の研修、情報共有を実施し、実際
の支援に活かします。また、各ケア会議や研修の
場で把握された課題、資源を整理し実際の事業展
開に活かしていきます。 

 
健康福祉課 

 

福祉教育の推進 

〇地域の方との出会いや関わりを通して、自分と違
う立場の人を認め合い、地域で共に生きていくこ
とを実感できる活動を推進していきます。 

〇他者への理解や郷土愛、地域活動への参画意欲を
高めるため、ICT 機器等を活用し、多様な地域住
民の方と関わりながら学ぶ機会を提供していき
ます。また、その活動を通してコミュニケーショ
ン能力の育成にも努めます。 

教育委員会 
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（３）ボランティア活動の推進 
項 目 内 容 担当課 

ボランティア 
人材・組織の育成 

〇社会福祉協議会や教育機関と協力し地域福祉活動
の担い手やリーダーとなる人材の育成に努めま
す。 

健康福祉課 

ボランティア活動の 
仕組みづくり 

〇地域における各種交流事業を行い、ボランティア
活動の環境づくりに努めます。 

〇有償ボランティアである「さんさんネット」等を通
じ、地域の中で困りごとへの支え合いを行う活動
への支援に努めます。 

健康福祉課 
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第３章 障がい福祉サービス等の基盤整備（障害福祉計画・障害児福祉計画） 

第７期障害福祉計画及び第３期障害児福祉計画の各分野における数値目標を次のとおり 

設定します。 

1 第７期障害福祉計画・第３期障害児福祉計画の数値目標の設定 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 
＜国の基本指針＞ 
・令和 8 年度末時点で、施設入所者数を令和 4 年度末時点の入所者数から５％以上の削減 
・令和 8 年度末時点で、令和４年度末時点の施設入所者数の６％以上が地域生活へ移行 

 

項  目 数 値 考え方 

施設入所者数 ２７人 令和４年度末時点の施設入所者数 （A） 

令和 8 年度末の施設入所者数 ２７人 令和 8 年度末時点の施設入所者数 （B） 

【目標値】５％以上の削減 
施設入所者の削減数 

0 人 退所者と新規入所者との増減を勘案(A-B) 

０.０％ 削減割合(率) (A-B)/A 

【目標値】６％以上の地域移行 
地域生活移行者数 

２人 
施設入所から地域生活への移行者（見込者
数）を算定 (C) 

７.４％ 地域生活移行率 (C/A) 

 

〇町の考え方と目標 

施設入所者のグループホームなどの地域移行を進める一方で、新たな施設入所希望者（待
機者）も実態としてあり、入所者数は横ばい、もしくは増加で推移すると見込まれます。 

地域生活への移行促進にあたっては、現在の施設入所者本人や家族の個々の二―ズに応じ
て入所施設等と連携し、住み慣れた地域で継続して生活できるよう安定したサービス確保に
より移行を支援していますが、現状では入所の⾧期化など利用者自身の高齢化や重度化等に
より、いくらかの増減はあるものの、地域生活への移行が困難となっている実情があります。 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

＜国の基本指針＞ 
・精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた保健、医療、福祉関係者

による協議の場の設置、開催回数、関係者の参加者数、目標設定及び評価の実施回数等
を設定 

 ・精神障がいがある人の地域移行に伴う利用者数の設定 
 
 

項  目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和８年度 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の 
開催回数 

２回 ２回 ２回 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場の
関係者への参加者数 

5 人 ５人 5 人 

保健、医療及び福祉関係者による目標設定 
及び評価の実施回数 

1 回 １回 １回 

精神障がい者の地域移行支援の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障がい者の地域定着支援の利用者数 0 人 0 人 0 人 

精神障がい者の共同生活援助の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障がい者の自立生活援助の利用者数 1 人 1 人 1 人 

精神障がい者の自立訓練（生活訓練）の 
利用者数 

0 人 0 人 0 人 

 

〇町の考え方と目標 

精神障がいのある人が、住み慣れた地域で安心して暮らすことが出来るよう関係機関と 
連携し、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置します。 
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（３）地域生活支援の充実 

＜国の基本指針＞ 
・地域生活支援拠点等の整備及びコーディネーターの配置等による効果的な支援体制及び

緊急時の連絡体制の構築、支援の実績等を踏まえた検証及び検討 
・強度行動障がいを有する障がい者に関する支援ニーズの把握等による地域の関係機関が

連携した支援体制の整備 
 

１ 地域生活支援拠点等の整備 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域生活支援拠点等の設置の有無 設置 設置 設置 

コーディネーターの配置人数 1 人 1 人 1 人 

地域生活支援拠点における効果的な支
援体制及び緊急時の連絡体制の構築 

検討 検討 構築 

運用状況の検証及び検討の実施回数 １回 １回 １回 

２ 強度行動障がいを有する障がいのある人への支援体制の充実 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 
強度行動障がいを有する障がい者に関
する地域の関係機関が連携した支援体
制の整備 

検討 検討 整備 

強度行動障がいを有する障がい者に関
する支援ニーズ把握等の実施 

検討 検討 実施 

 
〇町の考え方と目標 

「相談」、「緊急時の受入れ及び対応」、「体験の機会及び場」の機能を持つ地域生活支援拠
点についてはすでに整備済みですが、事業も開始したばかりで課題も残っています。 
運用状況の検証及び検討については、引き続き自立支援協議会で検討を行っていきます。 

また、強度行動障がいの支援体制については個々の状況や支援ニーズ等を把握し支援体制
の構築を進めます。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

＜国の基本指針＞ 
・福祉施設からの一般就労への移行者数が、令和３年度実績の 1.28 倍以上 
・就労移行支援事業所から一般就労への移行者数が、令和３年度実績の 1.31 倍以上 
・就労移行支援事業利用修了者に占める一般就労へ移行した者の割合が、５割以上の事業所

が就労移行支援事業所全体の５割以上 
・就労継続支援Ａ型事業から一般就労への移行者数が、令和３年度実績の１.29 倍以上 
・就労継続支援Ｂ型事業から一般就労への移行者数が、令和３年度実績の１.28 倍以上 
・就労定着支援事業の利用者数が、令和３年度末実績の 1.41 倍以上 
・就労定着支援事業利用修了後一定期間の就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所

の割合が２割５分以上 
 
１ 福祉施設から一般就労への移行等 

項  目 令和３年度 令和８年度 数値 

福祉施設からの一般就労移行者数 ２人 2 人 100％ 

 

内、就労移行支援事業の利用者数 ０人 １人 ― 

内、就労継続支援 A 型事業の利用者数 ２人 １人 50.0％ 

内、就労継続支援 B 型事業の利用者数 ０人 ０人 ― 

就労定着支援事業の利用者数 ０人 １人 ― 
 

項  目 令和３年度 令和８年度 数値 

就労移行支援事業所数 0 箇所 0 箇所 ― 

就労移行支援事業利用修了者に占める一般就労へ移
行した者の割合が５割以上の事業所数 

0 箇所 0 箇所 ― 

 
項  目 令和３年度 令和８年度 数値 

就労定着支援事業所数 0 箇所 ０箇所 ― 

就労定着支援事業利用修了後の就労定着率が７割
以上となる就労定着支援事業所数 

0 箇所 ０箇所 ― 

 

〇町の考え方と目標 

国の基本指針を踏まえ、地域の事業所への障がいのある人の雇用の働きかけやハローワー
ク等関係機関と連携し、就労に関する情報提供や相談体制の整備を図り、障がいのある人の
一般就労の支援を継続していきます。 
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（５）障がい児支援の提供体制の整備等 
 

＜国の基本指針＞ 
 ・児童発達支援センターを各市町又は各圏域に 1 箇所以上設置 
 ・障がいのある児童の地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進体制の構築 
 ・重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所を 

各市町又は圏域に１箇所以上設置   
 ・医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置及び医療的ケア児等コーディネー

ターの配置 

 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援センターの設置数 0 0 
1 箇所 

（圏域） 

保育所等訪問支援（箇所数） 0 0 0 

保育所等訪問支援等の活用による障が
い児の地域参加への参加・包容（インク
ルージョン）の推進体制の構築 

検討 検討 構築 

重症心身障がい児を支援する児童発達
支援事業所 

０ 0 
１箇所 

（圏域） 

重症心身障がい児を支援する放課後等
デイサービス事業所 

0 0 
１箇所 

（圏域） 

医療的ケア児支援のための関係機関の
協議の場の設置 

設置 設置 設置 

コーディネーターの配置人数 1 人 1 人 1 人 

 

発達障がいがある人等に対する支援 

項  目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 
ペアレントトレーニングやペアレント
プログラム等の支援プログラム等の 
受講者数 

1 人 1 人 1 人 

ペアレントトレーニングやペアレント
プログラム等の支援プログラム等の 
実施者数 

0 人 0 人 0 人 

ピアサポート活動への参加人数 0 人 0 人 0 人 
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〇町の考え方と目標 

国の基本指針を踏まえ、児童発達支援センターの設置検討を行っていきます。また、障が
いのある児童の地域社会へのインクルージョンの推進体制の構築を進めていきます。 
医療的ケア児等の支援に向けた関係機関の協議の場を設置し情報共有を行います。 
医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置しており、連携体制をさらに確立していき
ます。 
 ペアレントトレーニングは、発達障がいのある子どもの親が子どもの行動を理解し、発達
障がいの特性を踏まえた「褒め方」や「𠮟り方」を学ぶための支援と定義づけられておりま
す。支援プログラム等の受講者を増やすとともに、町で⾧年実施している相談支援専門員派
遣事業（お陽さま相談）等を活用し、関連施設と連携しながら発達障がいのある人やその家
族に対する支援を推進していきます。 

 

障がいのある子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供体制の整備 

種 別 
利用ニーズを踏
まえた必要な見
込み量（人） 

目 標 

令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

保育所 0 人 0 人 0 人 0 人 

認定こども園 ０人 ０人 ０人 ０人 

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ） 

１人 １人 １人 １人 

 
〇町の考え方と目標 
 

障がいのある子どもの健やかな育成を図るため、障がい児支援の提供体制の見込量を設定
します。また、障がいの有無にかかわらず児童が共に成⾧できるよう、子育て支援部局とも
連携し、地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進し支援の利用ニーズの把握に
努めます。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

＜国の基本指針＞ 
・各市町において基幹相談支援センターの設置 
・基幹相談支援センターにおける地域の相談支援体制の強化を図る体制の確保 
・個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行うために必要な協議会に 

おける検討体制の確保 

 

基幹相談支援センターの設置等の状況 
項  目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

基幹相談支援センターの設置 無 無 有 

 

地域の相談支援体制の強化を図る体制の 
確保 

検討 検討 確保 

地域の相談支援事業者に対する訪問等によ
る専門的な指導・助言件数 

0 0 1 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援 
件数 

0 0 1 

地域の相談支援機関との連携強化の取組の
実施回数 

0 0 1 

個別事例の支援内容の検証の実施回数 0 0 1 

主任相談支援専門員の配置数 0 0 1 

協議会での検討状況 
項  目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開
発・改善等を行うために必要な協議会における
検討体制の確保 

検討 検討 確保 

 

相談支援事業所の参画による事例検討実施回数 1 1 1 

参加事業者・機関数 3 3 3 

専門部会の設置 設置 設置 設置 

専門部会の実施回数 2 2 2 

〇町の考え方と目標 
障がいのある人が、地域で安心して暮らしていけるよう総合的で専門的な相談支援体制の

充実、また地域の相談支援体制の強化を図るうえで重要な役割を担う基幹相談支援センター
設置については引き続き、検討を重ねていきます。 
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（７）障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 
 
＜国の基本指針＞ 
・障がい福祉サービス等の質を向上させるための取組を実施する体制の構築 

 

 

項  目 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 
障がい福祉サービス等の質を向上するための 
取組を実施するための体制の構築 構築 構築 構築 

 

障害者自立支援審査支払等システム等による審
査結果の分析、その結果の活用、事業所や関係
自治体等と共有する体制 

確保 確保 確保 

障害者自立支援審査支払等システム等による審
査結果の分析、その結果の活用、事業所や関係
自治体等と共有の実施回数 

1 1 1 

指導監査結果の関係自治体との共有体制の
有無 

無 無 無 

指導監査結果の関係自治体との共有体制の
回数 

０ 0 0 

 
〇町の考え方と目標 

障がい福祉サービス等のサービスの質の向上に努めます。 
また、障害者自立支援審査支払等システム等での審査結果を分析してその結果を活用し町内
の事業所や関係自治体等と共有していきます。  
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２ 障がい福祉サービス等の見込量   

障がい福祉サービスの推進においては、障がいのある人のニーズを把握しサービスの継続、
創設の検討を行います。また、サービスの質の向上に努めるほか円滑なサービスの施策を進
めます。 

本町では実情を踏まえ、近年の実績等を考慮し次のように見込みます。 
 
（１）訪問系サービス 
① サービスの内容 

サービス名 内 容 

居宅介護 ヘルパーが居宅を訪問して、入浴、排泄及び食事の介助等を行います。 

重度訪問介護 重度の障がいがあり常時介護が必要な人に、自宅で入浴や排泄、
食事等の介助や外出時の移動の介護等を総合的に行います。 

同行援護 視覚障がいにより移動が著しく困難な人に、移動に必要な情報の
提供（代筆・代読を含む）や外出支援等を行います。 

行動援護 
知的障がいや精神障がいにより行動が困難で常時介護が必要な人
に対して、行動の際の必要な介助や外出時の移動の補助等を行い
ます。 

重度障害者等包括支援 常時介護を必要とする障がいのある人に対し、居宅介護等の複数
のサービスを包括的に行います。 

② サービス量の見込み 

サービス名 
実績見込 目 標 

令和 5 年度 令和６年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

居宅介護 
重度訪問介護 
同行援護 
行動援護 
重度障害者等包括支援 

利用時間数 
（時間/月） 15 28 32 36 

利用者数 
（人/月） 5 7 8 9 

③ 見込量確保のための方策 

課 題 
町内に居宅介護事業所は１箇所ありますが、障がいのある人が地域で自立し
た生活を支えるうえで欠かせないサービスであり、地域生活への移行を推進
するうえでもサービス需要に応じたサービス量の確保が必要と考えます。 

方 策 

利用者ニーズに応じた必要なサービスを安定的に提供できるようサービス
事業者と連携しながらサービス提供体制の充実を図ります。サービス提供事
業者に対して、専門的人材の確保やサービスの資質向上を図るため各種研修
会の情報提供や参加の促進などを働きかけます。 
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（２）日中活動系サービス 
①サービスの内容 

サービス名 内 容 

生活介護 
地域や入所施設において安定した生活を営むため常時介護を必要とす
る人に対し、主として昼間において、入浴、排泄及び食事等の介護を提
供し生産活動の機会等の提供を行うサービスです。 

自立訓練 
（機能訓練） 

身体に障がいのある人に対して、自立した日常生活や社会生活ができ
るよう一定期間、身体機能の向上のために必要な訓練等を行います。 

自立訓練 
（生活訓練） 

知的障がいのある人や精神障がいのある人に対して、一定期間、自立
した日常生活を営むことができるよう必要な訓練等を行います。 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定の期間、生産活動やその他
の活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練等を行います。 

就労継続支援 A 型 
一般企業等での就労が困難な人に、通所により就労の機会の提供や生
産活動、その他の活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練
をします。原則として、事業所と雇用契約を結びます。 

就労継続支援 B 型 
一般企業等での就労が困難な人に、通所により就労の機会の提供や生
産活動、その他の活動の機会の提供、知識や能力の向上のための訓練
をします。 

就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て、一般企業等へ就労された人の就労継続
を図るため、相談を通じて就業に伴う生活面の課題を把握するととも
に、企業や関係機関等との連絡調整や、それに伴う課題解決に向けて
必要となる支援を行います。 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関等で機能訓練や療養上の
管理、介護や日常生活上の援助等を行います。 

短期入所 介護している人が病気やその他の理由により、介護できない場合に、
施設等に短期間入所し、入浴、排泄、食事の介護等を行います。 
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② サービス量の見込み 

サービス名 
実績見込 目 標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活介護 

利用日数 
（人日/月） 660 720 720 740 
利用者数 
（人/月） 32 36 36 37 

自立訓練（機能訓練） 

利用日数 
（人日/月） 0 4 4 4 
利用者数 
（人/月） 0 1 1 1 

自立訓練（生活訓練） 

利用日数 
（人日/月） 0 4 4 4 
利用者数 
（人/月） 0 1 1 1 

就労移行支援 
利用日数 

（人日/月） 0 10 10 10 
利用者数 
（人/月） 0 1 1 1 

就労継続支援 A 型 
利用日数 

（人日/月） 125 160 160 160 
利用者数 
（人/月） 7 8 8 8 

就労継続支援 B 型 

利用日数 
（人日/月） 357 408 425 442 
利用者数 
（人/月） 21 24 25 26 

就労定着支援 利用者数 
（人/月） 1 1 1 1 

療養介護 利用者数 
（人/月） 4 5 5 5 

短期入所（福祉型） 

利用日数 
（人日/月） 7 30 30 30 
利用者数 
（人/月） 1 3 3 3 

短期入所（医療型） 

利用日数 
（人日/月） 0 10 10 10 
利用者数 
（人/月） 0 2 2 2 
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③ 見込量確保のための方策 

課 題 

町内の日中活動系サービスは、多機能型事業所（生活介護・就労継続支援Ｂ
型）や障害者支援施設の併設の生活介護のほか、介護保険施設を活用した 
基準該当サービスなど、日中の活動の場としてサービス提供を行っています。 
就労移行支援事業所及び就労定着支援事業所は町内になく、町外の事業所に
頼らざるを得ないのが現状です。 

方 策 

サービスの提供体制については、サービス提供事業者との連携を図りながら、
利用者のニーズに応じた必要なサービス量の確保をめざします。 

介護や障がいといった枠組みにとらわれず、多様化・複雑化している福祉
ニーズに臨機応変に対応することができるよう一体的なサービス提供を行う
共生型サービスの提供の推進に努めます。 

また、就労移行支援、就労定着支援及び療養介護については町内において
のサービス確保が困難であり、県や近隣市町等と連携して広域的な視点から
必要なサービス確保に努めます。 
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（３）居住系サービス 

① サービスの内容 
サービス名 内 容 

自立生活援助 
施設や共同生活援助（グループホーム）等を利用していた人で一人
暮らしを希望する人等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対
応により、円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行います。 

共同生活援助 
（グループホーム） 

地域で共同生活を営む人に、住居の相談や日常生活上の援助を行い
ます。 

施設入所支援 
施設に入所する障がいのある人に対し、主として夜間において入浴
や排泄、食事の介護等を行います。 

 

② サービス量の見込み 

サービス名 
実績見込 目 標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

自立生活援助 
利用者数 
（人/月） 0 1 1 1 

共同生活援助 
（グループホーム） 

利用者数 
（人/月） 9 11 11 11 

共同生活援助の定員数 
利用者数
（人） 17 18 18 18 

施設入所支援 利用者数 
（人/月） 26 27 27 27 

  
③見込量確保のための方策 

課 題 

町内には共同生活援助（グループホーム）が２か所整備されています。 
入所施設等からの地域移行や介護者の高齢化や親亡き後の住居の場としても、
住まいの確保は重要であり、その受け皿である共同生活援助（グループホーム） 
の更なる確保や利用促進が必要です。 

方 策 

地域移行を促進する視点から、町内の共同生活援助（グループホーム）の利用や
事業者への働きかけ等により住まいの場の確保に併せ、日中活動支援として就
労の場の確保を図ります。 
施設入所者等が地域生活へ移行、定着していくための支援を行っていきます。 
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（４）相談支援サービス 
 
① サービスの内容 

サービス名 内 容 

計画相談支援 
障がいサービスを利用する人に対し、サービスの利用計画を作成する
とともに定期的にモニタリングを行います。 

地域移行支援 
施設や精神科病院から退所、退院する障がいのある人に対し、住居の
確保や地域生活に移行するための相談等の支援を行います。 

地域定着支援 
単身等で生活する障がいのある人に対し、常時の連絡体制を確保し、
障がい特性に起因して生じた緊急の事態等に相談等の必要な支援を行
います。 

 

② サービス量の見込み 

サービス名 
実績見込 目 標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

計画相談支援 利用者数 
（人/月） 15 16 17 17 

地域移行支援 利用者数 
（人/月） 0 1 1 1 

地域定着支援 利用者数 
（人/月） 0 0 0 0 

 

③ 見込量確保のための方策 

課 題 

町内には特定相談支援事業所が３箇所設置されています。一方、地域移行支援及
び地域定着支援は近年において実績がなく地域移行が進んでいないこともあ
り、また、町内に提供できる事業所がないことから町外の事業所に頼らざるを得
ない現状となっています。 

方 策 

障がい福祉サービスを利用する際は、計画相談支援の対象としていることから
一定数の計画相談支援を見込んでいます。 
また、適切で安心できる相談支援体制を推進するためにも地域自立支援協議会
において関係機関による連携強化に努めます。 
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３ 障がい児支援サービス等の見込量 

 障がいのある児童やその家族に対し、乳幼児期から学校を卒業するまで継続的で効果的な
支援を提供できる体制を確保しつつ、障がいのある児童のライフステージに沿って、保健・
医療・障がい福祉・保育・教育・就労支援等に関する切れ目のない一貫した支援を提供する
体制の構築を図ります。  

本町では実情を踏まえ、近年の実績等を考慮し次のように見込みます。 
 

（１）障がい児通所支援、障がい児相談支援等 

① サービスの内容 
サービス名 内 容 

児童発達支援 
障がいのある未就学児に、日常生活における基本的な動作の指
導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

医療型児童発達支援 
肢体不自由のある障がいのある児童に、日常生活における基本的
な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の支援
と治療を行います。 

放課後等デイサービス 
小学校、中学校、高等学校、特別支援学校に就学している障がい
のある児童に、放課後や学校の休校日において生活能力向上のた
めの訓練や社会との交流促進等の支援を行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等に通う障がいのある児童に、児童との集団生活への適
応のための専門的な支援やその他必要な支援を行います。 

居宅訪問型児童発達支援 
重度の障がい等で外出が著しく困難な児童に対し、自宅を訪問
し、日常生活動作の指導、知識技能の付与、訓練等を行います。 

障害児相談支援 
障がい児通所支援を利用する児童について、障がい児支援利用
計画を作成し通所支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを
行うなどの支援を行います。 

医療的ケア児に対する
関連分野の支援を調整
するコーディネーター
の配置人数 

医療的ケア児に対する支援体制の構築に向けて、関連分野の支
援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門
員等を配置します。 
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② サービス量の見込み 

サービス名 
実績見込 目 標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

児童発達支援 

利用日数 
（人日/月） 8 10 10 10 
利用者数 
（人/月） 1 1 1 1 

放課後等デイサービス 

利用日数 
（人日/月） 20 30 30 30 
利用者数 
（人/月） 3 5 5 5 

保育所等訪問支援 
利用日数 
（人日/月） 0 0 0 0 
利用者数 
（人/月） 0 0 0 0 

居宅訪問型児童発達支援 

利用日数 
（人日/月） 0 0 0 0 
利用者数 
（人/月） 0 0 0 0 

障害児相談支援 
利用者数 
（人/月） 1 1 1 1 

医療的ケア児に対する
関連分野の支援を調整
するコーディネーター
の配置人数 

人 1 1 1 1 

 

③ 見込量確保のための方策 

課 題 
現在、町内において放課後等デイサービス事業所があるのみとなっています。 
受給者は少ないですが、近年におけるニーズの高まりもあり町内におけるサービ
ス提供基盤の充実が必要となっています。 

方 策 

療育の必要な児童が、身近な地域で療育が受けられるようサービスの確保に努め
ます。また、利用実績のないサービスについても、⾧年、町で実施している相談
支援専門員派遣事業である「お陽さま相談」を活用しながら、障がいの疑いのあ
る段階から支援ができるよう潜在的ニーズの把握などを行い、サービス提供体制
の確保に努めます。 
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４ 地域生活支援事業 

地域生活支援事業は、市町村及び都道府県が主体となり、障がいのある人が障がい福祉サ
ービス等を利用しながら、地域で自立した生活ができるよう各種の相談や必要な情報提供と
助言、虐待防止等のための権利擁護、また社会参加における意思疎通支援や移動を円滑にす
るための支援などを行う事業です。 

本町では実情を踏まえ、近年の実績等を考慮し次のように見込みます。 
 

① 事業の内容 
事 業 名 内 容 

相談支援事業 
障がいのある人等からの福祉に関する様々な相談に応じ、情報
の提供や助言、障がい福祉サービスの利用支援、障がいのある人
等の権利擁護のために必要な援助などを行います。 

成年後見制度利用支援事業 
成年後見制度の利用に当たり必要な費用を負担することが難し
い人を対象として、申し立てに要する費用や後見人等の報酬を
助成する事業です。 

意思疎通支援事業 
聴覚、言語機能、音声機能及びその他の障がいのため意思疎通を
図ることに支障がある人に、社会参加を行う際、意思疎通の円滑
化を図るため、手話通訳者及び要約筆記者の派遣を行います。 

日常生活用具給付等事業 
障がいのある人の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具
の給付を行います。 

 

介護・訓練支援用具 特殊寝台、特殊マット、訓練用いす、訓練用ベッド等 

自立生活支援用具 入浴補助用具、特殊便器、聴覚障がい者用屋内信号装置等 

在宅療養等支援用具 電気式たん吸引器、盲人用体温計等 

情報・意思疎通支援用具 点字器、人工喉頭、聴覚障がい者用情報受信装置等 

排泄管理支援用具 ストマ用装具、紙おむつ等 

居宅生活動作補助用具
（住宅改修費） 

障がいのある人の移動等を円滑にする用具で、設置に小規模な
住宅改修を伴うもの 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がいのある人について、必要不可欠な
外出及び余暇活動等の社会参加のための外出支援を行います。 

日中一時支援事業 
障がいのある人の日中における活動の場を提供し、その家族の
就労支援や日常的に介護している家族の一時的な休息を図る事
業です。 

自動車運転免許取得費・
自動車改造費給付事業 

身体障がいのある人などに対し自動車運転免許の取得及び自動
車の改造に要する費用の一部を助成します。 



69 

 

② 事業の見込み 

事 業 名 
実績見込 目 標 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

理解促進研修・啓発事業 無 無 無 無 

自発的活動支援事業 無 無 無 無 

相
談
支
援
事
業 

障害者相談支援事業 箇所 1 1 1 1 

基幹相談支援センター 設置の 
有無 無 無 無 有 

基幹相談支援センター
等機能強化事業 

実施    
の有無 有 有 有 有 

住居入居等支援事業 
（住居サポート事業） 

実施    
の有無 無 無 無 無 

成年後見制度利用支援事業 利用見
込者数 0 1 1 1 

成年後見制度法人後見支援事業 
実施    

の有無 無 無 無 無 

意
思
疎
通
支
援 

事
業 

手話通訳者・要約筆記者
派遣事業 

件数 0 0 0 0 

手話通訳者設置事業 
 

見込 
者数 0 0 0 0 

日
常
生
活
用
具
給
付
等
事
業 

介護・訓練支援用具 件/年 0 1 1 1 

自立生活支援用具 件/年 0 2 2 2 

在宅療養等支援用具 件/年 4 3 3 3 

情報・意思疎通支援用具 件/年 0 2 2 2 

排泄管理支援用具 件/年 220 240 240 240 

居宅生活動作補助用具 件/年 0 1 1 1 

手話奉仕員養成研修事業 登録見
込者数 0 0 0 0 

移動支援事業 人/月 2 1 1 1 

地域活動支援センター 
基礎的事業 

実施 
箇所数 0 0 0 0 
実利用
者数 0 0 0 0 

地域活動支援センター 
機能強化事業 

実施 
箇所数 0 0 0 0 
実利用
者数 0 0 0 0 

自動車運転免許取得費給付事業 件/年 0 1 1 1 

自動車改造費給付事業 件/年 0 1 1 1 
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③ 見込量確保のための方策 

課 題 

総合的で専門的な相談支援、権利擁護等や人材育成、地域のネットワークなど
相談支援における中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を目指し
ていましたが、事業所の確保の問題など課題も山積しており設置に至っており
ません。 

方 策 

相談支援体制については、関係機関と連携を図り基幹相談支援センターの設置
に向け、協議検討を重ねていきます。 
また、障がいのある人やその家族のサービス需要を把握するとともに実情に応
じたサービス内容を検討し、必要なサービス提供に努めます。また、障がいの
ある人や介護者の高齢化も進行していくことから地域の相談支援体制や地域
生活における更なる充実を図っていきます。 
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資 料 編 
 

 
「障がい」の表記について 

１．「障がい」の表記の歴史  

元来、障がいのある人を総称する単語は存在せず、障がいの種別ごとに個別の名称があり
ました。その多くは現在では差別的な用語として使用されていません。  

昭和初期に初めて「障礙」という言葉を当てるようになり、「礙」の略字である「碍」をも
って「障碍のある者」と記述されるようになりました（昭和７年の救護法等）。 

「礙」は「大岩を前に思案している様」であり、思い通りにならない様を現す漢字です。 
戦後、昭和 25 年に「身体障害者福祉法」が施行されました。このとき、公用文には当用漢

字以外を用いないように推奨されたことから、「碍」を使用せず、同じ音韻の「害」を当て、
これを機に「障害者」という表記が一般化しました。 

しかし、一般的に「障害者」の“害”の字には「悪くすること」、「わざわい」などの否定的な
意味があり、「障害」は本人の意志でない本来のものや、病気・事故などに起因するものであ
ることから、その人を表現するときに“害”を用いることは人権尊重の観点からも好ましくな
いものと考えられ、ひらがなの“がい”に改める動きが広がっています。 

このようなことから、「害」をひらがな表記することにより、障がいに対する理解促進を図
ります。  
 
２．表記の基準  

（１）人を形容する場合の表記 
①「障害者」と人を表わす言葉は、「障がいのある人」「障がいのある方」と表記します。 
②「障がいのある人」と表現することが適当でない場合は、「障がい者」と表記します。  

例:障がい者福祉、障がい者スポーツ など 
③「障害」は「障がい」と表記します。  

例:障がい程度、重度障がい など  
 
（２）国の法令、他の地方公共団体の条例、法人・団体名、固有名詞等の表記 

法令用語等については、漢字表記とします。  
例:障害者総合支援法、身体障害者手帳、身体障害者更生相談所 など  

 
（３）人の状態を表していない場合の表記 

人や人の状態を表していない場合は、漢字表記とします。  
例:障害物の除去、交通上の障害 など 
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安芸太田町障害者福祉計画策定協議会条例 

平成16年10月1日 

条例第113号 

（設置）  

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の4第3項の規定に基づき、安芸太田町障

害者福祉計画策定協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務）  

第２条 協議会は、町⾧の諮問に応じ、安芸太田町障害者福祉計画（以下「計画」という。）の

策定に関し、必要な調査及び審議を行う。  

（組織）  

第３条 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから、町⾧が委嘱し、組織する。  

（１）学識経験を有する者 

（２）関係行政機関の職員 

（３）障害者を代表する者 

（４）障害者福祉に関する事業に従事する者  

（任期）  

第４条 委員の任期は、計画の策定が完了するまでとする。  

（会⾧及び副会⾧）  

第５条 協議会に会⾧及び副会⾧を置き、委員の互選により定める。  

２ 会⾧は、協議会を代表し、会務を総理する。  

３ 副会⾧は、会⾧を補佐し、会⾧に事故があるときは、その職務を代理する。  

（会議） 

第６条 協議会は、会⾧が招集し、その議⾧となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議⾧の決するところによ

る。 

（庶務） 

第７条 協議会の庶務は、町⾧の定める機関において処理する。  

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、町⾧が別に定める。 

 附 則 

この条例は、平成16年10月１日から施行する。 
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安芸太田町障害者福祉計画策定協議会委員 

 

 

区 分 所 属 団 体 氏 名 備 考 

障害者当事者 
安芸太田町身体障害者福祉協会 市田 義臣  

知的障害者（家族）代表 松岡 恵利子  

事 業 者 

安芸太田町社協多機能型事業所クローバータウン 佐々木 育子 
 

副会⾧ 

障害者支援施設 戸河内あすなろ園 前 誉宗 
 

会⾧ 

特別養護老人ホーム 寿光園 横畠 正昭     

ＪＯＣＡ×３ 堀田 直揮      

関 係 団 体 

安芸太田町民生委員児童委員協議会 山蔭 尚真    

安芸太田町商工会 末國 浩二  

医療機関関係【安芸太田病院】 有光 憲子  

一 般 一般 大庭 由弥  

行 政 機 関 

安芸太田町教育委員会 教育次⾧ 園田 哲也  

安芸太田町福祉事務所 

（健康福祉課主幹兼福祉事務所⾧） 
佐々木 文義 

 

安芸太田町健康福祉課 健康増進係⾧ 西 圭司  
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